
令和 6年度魚沼市都市計画マスタープラン改定業務委託
特記仕様書

本業務委託は、魚沼市委託契約条項（令和４年告示第 159 号。以下「委託契約条項」とい

う。）及び本特記仕様書に従い実施するものとする。

第１章 総 則

（適用範囲）

第１条 本特記仕様書は、魚沼市が実施する「令和６年度魚沼市都市計画マスタープラン改

定業務委託」（以下「本業務」という。）に適用する。

（業務の目的）

第２条 魚沼市では、平成 28 年８月に都市計画マスタープランを策定し、「暮らしやすいま

ち、暮らし続けられるまち魚沼」の実現に向けて、拠点・基幹集落の形成と公共交通ネッ

トワークの確保による「魚沼市版コンパクトなまちづくり」の取り組みを進めている。

本業務は、令和８年度中に計画期間が満了することから、既計画の評価及び検証を行う

とともに、今後の都市計画マスタープラン改定に向けて必要となる各種調査や検討等に関

する支援を行うことを目的とする。

（業務の範囲）

第３条 本業務の範囲は、魚沼市内一円を対象とする。

（通 則）

第４条 受注者は、下記の書類を契約後遅滞なく発注者に提出しなければならない。

（１）組織表

（２）工程表

（３）その他、発注者が指定するもの

２ 前項の提出書類について、発注者が不適当と認め受託者に協議したときは、受注者はこ

れに応じなければならない。

（管理技術者）

第５条 管理技術者は、本業務を遂行する上で技術上の管理を行うに必要な能力と経験を有

する技術者で、技術士法第 32 条により登録された技術士（都市及び地方計画）又はＲＣＣ

Ｍ（都市計画及び地方計画）又はこれと同等以上の技術を有すると認められる者でなけれ

ばならない。

（履行期間）

第６条 本業務の履行期間は契約締結の日から令和７年３月 14 日までとし、履行期間を厳守

するものとする。



２ 本業務は、業務終了後、受注者が発注者に対し、所定の成果品等を提出し、検査に合格

した時をもって完了とする。

第２章 業務内容

（業務内容）

第７条 本業務の内容は以下のとおりとする。

１ 都市計画マスタープラン改定

（１）達成度評価

都市計画マスタープランの達成度を客観的に評価するため、令和２年度に実施した中

間評価における評価方法及び指標を基本とし、必要となる統計資料等の基礎データを収

集・算定し、計画に掲げる方針や目標の達成度評価を行う。

また、近年の社会経済情勢や都市づくりを取り巻く環境の変化に柔軟に対応し、新た

に発生する課題に対応していくために、上記評価結果を分析し、今後の都市づくりに向

けた考察を行うとともに、都市計画マスタープラン改定に向けた見直し方針案を作成す

る。

①指標算定及び評価

②評価結果に関する分析・考察

③見直し方針案の作成

（２）市民アンケート調査

都市計画マスタープラン改訂にあたって住民意向を計画案に反映させるため、一般市

民を対象にアンケート調査を実施する。調査にあたっては、アンケート票の設計、配布・

回収、調査結果の入力・集計・分析を行うものとする。なお、配布数は 3,000 票※１を予

定し、配布先の抽出及び宛名シールの提供、発送用封筒の提供は発注者が行い、調査票

の印刷、返信用封筒の準備・印刷、封入作業、郵送費用の負担は受注者が行う。（※１ア

ンケートの配付数は今後の打合せにより、変更する場合があります。）

①アンケート調査票の設計

②アンケート調査の実施

※郵送配布：3,000 通、郵送回収：1,200 通（回収率 40%を想定）

③アンケート結果の集計・分析

２ 会議等の合意形成支援

（１）庁内検討委員会

都市計画マスタープラン改訂にあたって組織する庁内検討委員会（以下、「委員会」

という。）において、方針・内容等の調整を図るものとする。このため、委員会に提示

する資料を作成するとともに、委員会に参加し、議事要旨を取りまとめる。なお、委

員会の開催回数は１回を予定する。

○庁内検討委員会：①資料作成 ②会議出席 ③議事要旨作成 ×各１回



（２）都市計画審議会

都市計画審議会（以下、「審議会」という。）の開催支援を行う。支援内容としては、

都市計画審議会に報告する資料を作成し、有識者への事前協議（説明）を行ったうえ

で、審議会に参加し、議事要旨を取りまとめる。なお、審議会の開催回数は１回を予

定する。

〇都市計画審議会：①資料作成 ②会議出席 ③議事要旨作成

④有識者事前協議 ×各１回

（業務計画書）

第８条 受注者は、契約締結 14 日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、監督員に提

出しなければならない。

業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。

（１）業務概要 （２）業務工程 （３）業務組織計画

（４）打合せ計画 （５）成果物の内容、部数 （６）その他

（打合せ等）

第９条 業務等を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督員は常に密接な連絡を取

り、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容については、その都度受注者

が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。なお、連絡は積極的

に電子メール等を活用し、電子メールで確認した内容は、必要に応じて書面（打合せ記録

簿）を作成するものとする。

業務の実施にあたり、業務着手時、中間時(１回)及び成果品納入時において、受注者は

発注者と協議を行うものとする。なお、業務着手時及び成果品納入時には管理技術者が立

ち会うものとする。

第３章 成果品

（成果品）

第 10 条 本業務の成果品は下記のとおりとする。

（１）令和６年度魚沼市都市マスタープラン改定業務委託 報告書 ２ 部

※1. 報告書（A4 版、ﾌｧｲﾙ綴り）には調書及び縮小版図面（2部）を含む

※2. A0 版等の大版図面が必要な場合は別途とする

（２）上記（１）の電子データ（CD-ROM） １ 式

２ 成果品はすべて、受注者の社内決裁を得たものでなければならない。

３ 発注者は、前項の成果品を受領する前に、成果品についての検査を行う。

（成果品の帰属）

第 11 条 本業務の成果品は全て発注者に帰属し、発注者の承諾を得ないで外部に公表、貸与、

使用してはならない。



（成果品の瑕疵）

第 12 条 受注者は本業務の完了後、受注者の責めに帰すべき事由による成果品の不良箇所が

発見された場合は、速やかに受注者の責任において訂正、補足又はその他必要な措置を講

じなければならない。

（検査）

第 13 条 受注者は業務を完了した時は、速やかに成果品を発注者に提出して検査を受けなけ

ればならない。なお、発注者は作業の中間においても、その実施状況について随時検査を

行うことができる。

第４章 その他

（資料の貸与及び返還）

第 14 条 発注者は、本業務に必要な資料及び図面等を受注者に貸与するものとする。

２ 受注者は貸与資料を紛失、破損しないよう保管管理するとともに、発注者の承諾を得な

いで他に公表、貸与してはならない。

３ 本業務完了後、受注者は速やかに、貸与された資料を発注者に返還すること。

（書類の厳正な保管）

第 15 条 本業務の関係書類は、発注者に提出するまでの間、汚損、紛失、消失等がないよう

に厳正に保管しなければならない。

（守秘義務）

第 16 条 受注者は、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。

また、当該業務の結果（業務処理の過程において得られた記録等を含む）を他人に閲覧

させ、複写させ、又は譲渡してはならない。

（個人情報の取り扱い）

第 17 条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するため

の個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報

の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び委託契約条項別記「個人情報取扱特記

事項」に基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報の適

切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管

理体制を定め、業務計画書に記載するものとする。

（疑 義）

第 18 条 受注者は本特記仕様書に明記していない事項又は疑義を生じた場合及び仕様書に

変更を要する場合は、速やかに発注者と協議し、円滑に業務の遂行を図らなければならな

い。


